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施策評価調書（４年度実績）
施策コード Ⅱ－３－（１）

政策体系

　施策名　国内誘客の推進と海外誘客(インバウンド)の加速 所管部局名 商工観光労働部 長期総合計画頁

広域連携による観光の推進

取組№ ⑤

95

　政策名　地域が輝くツーリズムの推進と観光産業の振興 関係部局名 商工観光労働部

取組№ ① ② ③ ④

取組項目
ツーリズムおおいたのDMＯ機能の強化と

地域観光協会等の活性化

指　　　　標
関連する
取組№

基準値 ４年度

取組項目 圏域ごとのニーズに応じた国内誘客
国・地域ごとにターゲットを絞った

海外誘客
団体旅行など様々な旅行形態に対応した

誘客

外国人宿泊客数（千人）
①②③
④⑤

H26 400 1,710

評価 理　　　　由　　　　等

目標達成度（％）

年度 基準値 目標値

県内宿泊客数（千人）
①②③
④⑤

H26 6,101 7,670

平均評価

達成
不十分

　宿泊割引による需要喚起やポストコロナを見据えた観光素材磨きを行い、前年からは大幅に回復をしたものの、長引く新型コロナウイルスの影響によ
り目標を達成することができなかった。

著しく
不十分

著しく
不十分

　水際対策の段階的な緩和を受け、商談会やセミナーなど現地での誘客活動や情報発信の強化を行ったものの、新型コロナウイルスの感染拡大に伴
う渡航の制限などにより目標を達成することができなかった。



【Ⅳ．指標以外の観点からの評価】 【Ⅴ．施策を構成する主要事業】

④

⑤

【Ⅵ．施策に対する意見・提言】

【Ⅶ．総合評価と今後の施策展開について】

取組
№

指標以外の観点からの評価
取組
№

事業名（４年度事業）
事務事業評価

 成果指標の達成率（％） 掲載頁

デスティネーションキャンペーン推進事業 102.9 237

インバウンド推進事業 9.9 237
①③

・需要喚起に向け、宿泊割引の実施や旅行期間中に使用可能なクーポ
ンを発行するとともに、誘客プロモーション動画の作成・配信により県内
外へ情報発信を行った。
・若年層に向けた誘客対策として、インフルエンサーを活用した誘客、情
報発信の実施や、大手企業に向けた誘客対策として福利厚生事業者と
連携した誘客、情報発信を実施するなど、ターゲットに合わせて誘客に
取り組んだ。
・団体旅行が誘客しづらい情勢のなかで、ポストコロナの団体旅行の誘
客を推進するため、教育旅行宣材ツールの作成や、対面式となった
MICE商談会へ参加するなど、団体旅行復活に向けた下準備を進めた。

①③
国内誘客総合推進事業 73.2 236

観光誘客緊急対策事業 73.2 236

②③

②③

・デスティネーションキャンペーン（DC）機運醸成のため、交通事業者と
連携し、関西エリアの若年層をターゲットにPR動画の配信や旅行商品
の造成及び情報発信を実施した。
・水際対策の段階的な緩和を受け、10の国・地域に設置した戦略パート
ナーを活用し、商談会など現地での誘客活動を積極的に実施した。
・情報発信の強化を行い、新たに留学生を活用した観光動画の発信に
も取り組んだ。

④
・長崎・熊本と連携し、3県を巡る旅行商品の造成を支援するとともに、
関西向けに生活情報誌を活用した情報発信により誘客促進を図った。

広域ツーリズム推進事業 82.2 238

ツーリズム推進基盤強化事業 82.2 238

Ｃ

・福岡・大分デスティネーションキャンペーンの開催に向け、地域資源を活用したコンテンツ開発や効果的な情報発信、誘客対策を行う。
・アドベンチャーツーリズム等の自然体験型観光など、コロナによる観光需要の変化に対応しつつ安心して本県を楽しめるツーリズムの提供を図る。
・水際対策の段階的な緩和を受け、本県の魅力を積極的に発信していくほか、特定国に依存しない誘客を進めるため、東アジアをはじめ、ASEAN諸国や欧州・大
洋州等からの観光誘客の推進を図る。
・ＳＮＳ等を活用したデジタルマーケティングを実施し、顧客のニーズにあった情報発信を行うとともに、得られたデータを商談会や旅行博で活用する。
・観光客の長期滞在と消費拡大を促すため、県域版ＤＭＯである（公社）ツーリズムおおいたが行う、マーケティング機能や商品造成・販売力の強化等を支援する。
・観光客の受入体制を強化するため、アウトドアガイド認証制度の運用や着地型旅行商品の造成等を支援する。

⑤
・観光客の受入体制を強化するため、観光統計調査等の分析を行うとと
もに、アウトドアガイド認証制度創設に向けた検討会議を設立し検討結
果を報告、着地型旅行商品の造成等の支援を実施した。

○第7回「安心・活力・発展プラン2015」推進委員会（R4.8）
・DCについて、他県と大分県が違うという魅力を示す機会であり、大変期待している。
・ポストコロナの県内経済回復のキーワードは外国人。円安もあり日本への関心が高まっている
ので、他県の観光地に負けないように早くプロモーションをやってほしい。

総合評価 施策展開の具体的内容


